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大阪ガスの本荘でございます。

本日は、お忙しいところ、当社の2019年3月期 決算説明会にお集まりいただき、ありがとう
ございます。

また、平素は、当社事業につきご理解とご協力を賜り、厚く御礼申し上げます。

それでは、ただ今より、2019年3月期 決算について、説明させていただきますが、決算数
値の説明に先立ちまして、当社の2019年3月期の振返りについて説明させていただきま
す。

4ページをご覧ください。
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こちらのページには、2019年3月期の取組みについてまとめています。

詳細は以降のページで説明いたしますが、2019年3月期は、国内エネルギー事業におけ
る、お客さまアカウント数の拡大、広域事業・電源開発の進展、海外エネルギー事業にお
ける、上流事業・中下流事業の進化等、各事業で、長期ビジョン・中期経営計画Going 
Forward Beyond Bordersで掲げた「枠を超える」活動が進展しました。

次ページ以降で、その取組みについて説明いたします。
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最初に、国内エネルギー事業における取組みから説明いたします。

国内エネルギー事業では、お客さまの価値観の多様化、デジタル化に対応した、商品、
サービス、料金メニューを提供し、お客さまアカウント数を2018年3月末の827万件から、
2019年3月末時点で875万件に拡大しました。

家庭用の商品・サービスについて、住ミカタ・プラスや、スマートスピーカーを経由した、音
声によるガス機器操作等のIoTサービスのメニューを拡充しました。住ミカタ・プラスについ
ては、30万件を超えるお客さまにご利用いただいています。また、エネファームの販売にも
積極的に取組み、累計販売台数10万台を達成しました。

業務用の商品・サービスについては、ekulメニューの拡大など、ＩＣＴサービスを拡充し、4
月からは、ＩｏＴを活用した工場の生産性向上につながるソリューション提供サービスも開始
しています。

料金メニューとしては、Ａｍａｚｏｎと提携した「スタイルプランP」を始め、NTT ドコモと提携
した「スタイルプランd」など、お客さまの多様なライフスタイルに応じた電気料金メニューを
順次リリースし、新しいお客さまの獲得を進めました。卒FIT太陽光からの余剰電力買取り
に向けた準備も進めています。

これらの活動により、2020年3月末に900万件、2031年3月末に1,000万件のお客さまアカ
ウントの獲得を目指します。



次に、広域事業の取組みについて説明します。

2019年3月期は、首都圏において、CDエナジーダイレクトが販売活動を開始し、2019
年3月末時点で約7万件のお客さまを獲得することができました。

首都圏以外でも地道なお客さまニーズの開拓と提案、リライアンスエナジー沖縄を通じ
た活動等により、エネルギーサービスの実績を積み重ねています。

2018年12月に取得しましたびわ湖ブルーエナジーにつきましては、本年4月大津市か
ら引き継いでガス小売事業を開始しており、当社の電力、ガス機器、住ミカタ・サービス
等を合わせた、総合的なエネルギーサービスを提供しています。

その他、新潟県では液化炭酸、ドライアイス事業を行う長岡炭酸を設立し、宮崎県延岡
ではひむかエルエヌジーを通じたLNG基地事業、沖縄県では、プログレッシブエナジー
を通じたLNG販売事業を展開する等、広域事業を拡大しています。
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7ページは、電源開発の取組みについて記載しています。

2019年3月期は、袖ケ浦、徳島津田、広畑といった、3件のバイオマス発電事業への参
画を意思決定しました。これにより、建設中の案件も含め、当社の再生可能エネルギー
電源は約60万kWに拡大しました。

引き続き、2030年度までに100万kWの再生可能エネルギー電源を保有することを目指
し、洋上風力発電、地熱発電の開発にも取り組んでいきます。

また、現在のところ、バイオマス発電の燃料は輸入材が中心ですが、国産木質バイオ
マス燃料の安定的で安価な調達のため、2019年3月に、グリーンパワーフュエルを設立
しました。

バイオマス発電所の長期的な燃料需要を背景とし、競争力のある国産材調達先の開
拓等を行っていきます。

なお、昨日発表させていただきましたが、当社は、電源開発、宇部興産と共に、山口県
宇部市西沖の山において進めていた、石炭火力発電所の新設計画から撤退することと
いたしました。電力事業を取り巻く事業環境の変化や将来的なリスク等を踏まえ、当社の
投資基準に照らし、総合的に判断した結果です。

今後も、安定的かつ環境性・経済性に優れたエネルギー供給の実現に取り組んでま
いります。
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8ページに、海外事業における取組みをまとめています。

2019年3月期は、北米において、複数のIPP事業への参画を意思決定しました。
また、生産中のシェールガス生産開発事業への参画も行いました。これは、利益貢献に加
え、開発実務・事業運営ノウハウの獲得も期待できるものです。

これらの案件を通じて、北米における上流から中下流事業のノウハウを蓄積し、更なる事
業拡大につなげていきます。

北米以外においても、現地の会社と天然ガス共同マーケティング事業を行う大阪ガスイン
ドネシアの設立等、東南アジアにおける事業展開も加速しています。

その他、ゴーゴンプロジェクトの順調な操業、イクシスプロジェクトの生産開始等、既存案
件についても着実に取組みを進めています。

更に、フリーポートLNG基地、フェアビュー発電所の稼働開始により、北米でのエネルギ
ー事業の大きな発展が期待できます。
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9、10ページに2019年3月期 の主なトピックスをまとめています。

次に、2019年3月期決算と2020年3月期見通しの概要について説明いたします。
12ページをご覧ください。
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12ページにはポイントを簡単にまとめております。

内容の説明については、次ページ以降でいたします。



13ページは、2019年3月期の連結経常利益について、前年との比較をまとめています。

当期の連結経常利益は、国内エネルギー・ガス事業における高気水温影響やスライド影
響、電力事業の減益等により、前年と比べ、139億円減益の631億円となりましたが、スライ
ド影響を除くと、ガス事業費用の減少や、ゴーゴンプロジェクトのLNG販売増加による海外
エネルギー事業の増益等により、概ね前年並みとなりました。

1月31日に公表しました見通しに対しては、概ね見通し通りとなりました。

国内エネルギー・ガス事業では、スライド影響による減益が大きく影響しましたが、スライド
影響を除くと、高気水温、離脱によるガス販売量減少等の影響を、ガス事業費用の減少が
上回ったことにより、前年から66億円の増益となりました。

国内エネルギー・電力事業では、電力販売量の増加はありましたが、高気温による販売
量減少・卸取引所の単価低下や、原油価格上昇によるタイムラグ影響といった外部要因、
その他、料金値下げ等の競合影響により、前年から119億円の減益となりました。

海外エネルギー事業では、ゴーゴンプロジェクトのLNG販売増加、前年の北米IPP事業の
持分売却損の反動等により、前年から113億円の増益となりました。
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14ページに2020年3月期見通しの前年との比較について、まとめています。

2020年3月期は、国内エネルギー・ガス事業におけるスライド影響等により、前年から178
億円増益の810億円となる見通しです。

その他、国内エネルギー事業ではガス事業における競合影響がありますが、ガス事業費
用の減少や、電力小売契約の獲得による販売量増加等を見込むことで、スライド影響を除
いた国内エネルギー事業全体で増益となる見通しです。
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15ページは、中期経営計画で掲げました、EBITDA2,000億円に対する進捗になります。

2020年3月期のEBITDA見通しが1,802億円、スライド影響を除く見通しが1,732億円にな
ります。ここから、2021年3月期にかけ、利益を拡大します。特に、フリーポートプロジェクト
等、海外エネルギー事業で大きく増益する見通しです。その他、電力小売契約の堅調な獲
得、ガス事業費用の削減、首都圏での事業拡大等により、達成を目指します。
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16ページは成長投資になります。
2019年3月期は、海外エネルギー事業を中心に成長投資1,659億円を実行し、中期経営

計画に対する進捗は46％となり、順調に進捗しています。
2020年3月期は、当期を上回る1,800億円の成長投資を計画しています。

一方、財務健全性指標である自己資本比率は、2019年3月末時点で49.5％、D/E比率は
0.64となり、中期経営計画で掲げた自己資本比率50％程度、D/E比率0.7程度を維持して
います。

今後も財務健全性とのバランスを確保しながら、企業成長に向けた投資を進めていきま
す。

以上で、私からの説明を終わらせていただきます。
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